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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 （百万円） 41,826 42,712 46,010 49,280 55,237

経常利益 （百万円） 712 2,045 3,816 4,322 6,843

親会社株主に帰属する

当期純利益
（百万円） 597 1,430 3,328 2,764 4,539

包括利益 （百万円） 612 1,436 3,315 2,779 4,570

純資産額 （百万円） 80,241 81,677 84,951 87,730 92,301

総資産額 （百万円） 490,500 483,264 471,720 462,111 457,514

１株当たり純資産額 （円） 47,350.74 48,205.71 50,194.73 51,847.00 54,559.55

１株当たり当期純利益 （円） 357.23 854.97 1,989.02 1,652.27 2,712.55

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） - - - - -

自己資本比率 （％） 16.2 16.7 17.8 18.8 20.0

自己資本利益率 （％） 0.8 1.8 4.0 3.2 5.1

株価収益率 （倍） - - - - -

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 13,949 15,474 17,114 17,424 17,338

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,006 △2,373 △1,645 △2,677 △3,330

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △11,485 △9,953 △15,598 △14,345 △10,826

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 6,767 9,915 9,789 10,192 13,351

従業員数
（人）

817 852 876 869 914

(外、平均臨時雇用者数) (136) (126) (120) (135) (137)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．株価収益率については、非上場であることから記載していません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当連結会計年度よ

り、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としています。

 

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

 2/76



(2) 提出会社の経営指標等

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 （百万円） 41,184 41,996 45,340 48,616 54,540

経常利益 （百万円） 396 1,822 3,701 4,150 6,585

当期純利益 （百万円） 442 1,326 3,168 2,702 4,403

資本金 （百万円） 83,668 83,668 83,668 83,668 83,668

発行済株式総数 （株） 1,673,360 1,673,360 1,673,360 1,673,360 1,673,360

純資産額 （百万円） 78,890 80,216 83,384 86,087 90,491

総資産額 （百万円） 488,581 481,526 470,212 460,628 456,206

１株当たり純資産額 （円） 47,144.78 47,937.35 49,830.57 51,445.86 54,077.58

１株当たり配当額 （円） - - - - -

(うち１株当たり

中間配当額)
 (-) (-) (-) (-) (-)

１株当たり当期純利益 （円） 264.49 792.57 1,893.22 1,615.29 2,631.72

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
（円） - - - - -

自己資本比率 （％） 16.1 16.7 17.7 18.7 19.8

自己資本利益率 （％） 0.6 1.7 3.8 3.1 5.0

株価収益率 （倍） - - - - -

配当性向 （％） - - - - -

従業員数
（人）

209 216 218 218 231

(外、平均臨時雇用者数) (30) (28) (26) (27) (29)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれていません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

３．株価収益率については、非上場であることから記載していません。
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２【沿革】

年月 項目

平成10年５月 地方公共団体及び民間企業の出資により中部国際空港株式会社を設立

平成10年７月 平成10年３月31日に制定された中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36

号）に基づき、同年６月に指定申請を行い、同年７月に中部国際空港等の設置及び管理を行う者

として運輸大臣の指定を受けました。また、これに合わせて、国からの出資を受けました。

平成10年９月 常滑事務所開設

平成11年４月 東京事務所開設

平成11年11月 建設事務所開設（常滑事務所改組）

平成12年４月 飛行場設置許可取得

平成12年６月 公有水面埋立免許取得

平成12年８月 護岸築造工事に着手

平成12年９月 中部国際空港エネルギー供給株式会社（現・連結子会社）設立

平成13年３月 空港島護岸の概成、埋立工事に着手

平成13年５月 中部国際空港の愛称を「セントレア」に決定

平成13年10月 中部国際空港情報通信株式会社（現・連結子会社）設立

平成13年11月 １－１工区（旅客ターミナル地区）埋立工事竣功認可

平成14年１月 旅客ターミナルビル建設に本格着工

平成15年２月 造成工事概成

平成15年５月 中部国際空港旅客サービス株式会社（現・連結子会社）設立

 中部国際空港施設サービス株式会社（現・連結子会社）設立

平成15年６月 中部国際空港給油施設株式会社（現・連結子会社）設立

平成15年７月 貨物施設着工

平成16年３月 滑走路・誘導路・駐機場舗装工事概成

平成16年10月 旅客ターミナルビル完成

 本社を空港島内に移転

平成17年１月 貨物施設完成

平成17年２月 中部国際空港開港

平成17年３月 建設事務所廃止

平成18年１月 第１国際貨物上屋・第２国際貨物上屋増設

平成18年９月 第１国際貨物上屋増設

平成19年１月 第２セントレアビル完成

平成19年11月 第３国際貨物上屋完成

平成21年９月 国際ビジネスジェット用格納庫
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３【事業の内容】

　当連結グループは、当社及び子会社５社により構成されています。

　当連結グループの営んでいる主要な事業内容は次のとおりです。

　なお、次の３部門は「第５ 経理の状況　１.連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメント

区分と同一です。

(空港事業)

　中部国際空港の設置及び管理、航空機の離発着の安全を確保するために必要な航空保安施設の設置及び管理、航空

旅客及び航空貨物の取扱施設、航空機給油施設その他の機能を確保するために必要な施設並びに利用者の利便に資す

るために適当と認められる事務所、その他の施設の建設及び管理を行っています。

事業の内容 会社名

空港の管理運営事業 当社

電気熱供給事業 中部国際空港エネルギー供給㈱

情報通信設備保守管理事業 中部国際空港情報通信㈱

空港施設保守管理事業 中部国際空港施設サービス㈱

航空機給油施設保守管理事業 中部国際空港給油施設㈱

 

(商業事業)

　　中部国際空港施設内の免税店、小売店、飲食店等の直営商業店舗の運営事業等を行っています。

事業の内容 会社名

直営商業事業 当社

直営商業店舗運営事業等 中部国際空港旅客サービス㈱

 

(交通アクセス施設事業)

　　中部国際空港への交通アクセス施設、有料駐車場の管理運営事業等を行っています。

事業の内容 会社名

交通アクセス施設管理運営事業 当社

交通アクセス施設保守管理事業 中部国際空港施設サービス㈱
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以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の
内容

議決権の所有
（又は被所
有）割合

（％）

関係内容

（連結子会社）      

中部国際空港エネ

ルギー供給㈱

愛知県

常滑市
1,600

空港

 

電気熱供給事

業

51

　当社は同社より電力、温冷水等を購

入しています。また、業務委託契約に

基づき、当社が経理、調達業務等を受

託しています。

　なお、同社は当社から土地を賃借し

ています。

役員の兼任…３名

中部国際空港情報

通信㈱

愛知県

常滑市
120

空港

 

情報通信設備

保守管理事業

51

当社は同社へ情報通信設備の保守管

理業務等を委託しています。また、業

務委託契約に基づき、当社が経理、調

達業務等を受託しています。

　なお、同社は当社から事務所を賃借

し、４名の出向社員を受け入れていま

す。

役員の兼任…２名

中部国際空港旅客

サービス㈱

愛知県

常滑市
50

商業

 

旅客案内及び

直営商業店舗

運営事業等

100

当社は同社へ旅客案内、店舗運営業

務等を委託しています。また、業務委

託契約に基づき、当社が経理、調達業

務等を受託しています。

　なお、同社は当社から事務所を賃借

し、２名の出向社員を受け入れていま

す。

　役員の兼任…３名

中部国際空港施設

サービス㈱

愛知県

常滑市
40

空港、交通ア

クセス施設

 

空港施設及び

駐車場、公共

交通施設保守

管理事業

100

当社は同社へ空港施設の運転監視、

設備及び駐車場、公共交通施設の保守

管理業務等を委託しています。また、

業務委託契約に基づき、当社が経理、

調達業務等を受託しています。

　なお、同社は当社から事務所を賃借

し、５名の出向社員を受け入れていま

す。

　役員の兼任…２名

中部国際空港給油

施設㈱

愛知県

常滑市
50

空港

 

航空機給油施

設保守管理事

業

100

当社は同社へ航空機給油施設の保守

管理業務を委託しています。また、業

務委託契約に基づき、当社が経理、調

達業務等を受託しています。

　なお、同社は当社から事務所を賃借

し、３名の出向社員を受け入れていま

す。

　役員の兼任…２名

（注）「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。
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５【従業員の状況】

(1)連結会社の状況

平成28年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

空港 423(44)

商業 465(91)

交通アクセス施設 26(2)

合計 914(137)

　（注） 従業員数は、就業人員（当連結グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当連結グループへ

      の出向者を含んでいます。）であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員及びパートタイマーを含んでいま

　　　 す。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しています。

 

(2)提出会社の状況

平成28年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

231（29） 41.9 7.4 7,177,012
 
  
 

セグメントの名称 従業員数（人）

空港 177(22)

商業 52(7)

交通アクセス施設 2(-)

合計 231(29)

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含んでいます。）であ

り、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員及びパートタイマーを含んでいます。）は、年間の平均人員を

（　）外数で記載しています。

　　　　２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいます。

 

 

(3)労働組合の状況

　労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1)業績

当連結会計年度における我が国の経済は、中国をはじめとするアジア新興国の景気減速や国際情勢などの懸念

はあるものの、政府の経済政策や日銀の金融緩和政策による景気の下支えもあり、緩やかな回復基調が継続しまし

た。

このようななか、セントレアグループは、当連結会計年度を中期経営戦略（2015～2019年度）の初年度として

「新たな成長ステージへと力強く歩みだす年」と位置付け、グループの総力を挙げて更なる成長に向けた施策に取

り組みました。

中部国際空港における航空機発着回数につきましては、ローコストキャリア（LCC）の新規就航が相次ぐと共に

フルサービスエアライン、LCC共に大幅な増便となり、国際線旅客便数が過去最高となる週362便を記録したことも

あり、前年同期を6.0％上回る約9.7万回となりました。航空旅客数は、円安基調の継続や訪日ビザの免除・緩和な

どにより外国人旅客数が大幅に増加したことに加え、国内線旅客数も堅調に推移したことから、前年同期を5.3％

上回る約1,042万人となりました。国際航空貨物取扱量につきましては、月産12機体制となったボーイング787型機

の機体部位や地域の農水産品の輸出機会が着実に増大したものの、日本全体の貨物取扱量の減少に加え、当空港に

おける旅客便の機材の小型化等による貨物輸送スペースの減少などの影響により、前年同期を8.5％下回る約16万

トンとなりました。また、増大する訪日外国人需要に対応した観光案内やサービス機能の一層の強化や、空港内事

業者や関係機関と一体となって空港の利便性と魅力の向上に努めた結果、英国SKYTRAX 社が実施した顧客サービス

に関する国際空港評価において「ワールド・ベスト・リージョナルエアポート」「ベスト・リージョナルエアポー

ト・アジア」「旅客数規模別部門第１位」を受賞しました。

商業事業につきましては、旅客ターミナルビル４階スカイタウンにおいて新規８店舗を含む17店舗を順次リ

ニューアルするとともに、９月には増加する訪日外国人旅客のニーズを踏まえ、免税店の売場面積を拡張し

「CENTRAIR PLAZA」をオープンさせるなど増加する訪日外国人旅客のニーズを確実にとらえた結果、免税店を中心

に好調に推移しました。

以上の結果、当連結会計年度における当連結グループの売上高は前年同期比12.1％増の55,237百万円となり、

営業利益は前年同期比41.0％増の7,993百万円、経常利益については、前年同期比58.3％増の6,843百万円、親会社

株主に帰属する当期純利益は前年同期比64.2％増の4,539百万円となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりです。

 

(空港事業)

空港事業では、中国・台湾方面を中心とした新規就航・増便が相次ぎ、国際線ネットワークが大幅に拡充され

ました。国際線旅客数につきましては、日本人旅客数が伸び悩んだものの、航空ネットワークが拡充された中国・

台湾・香港などからの訪日需要を積極的に取り込んだ結果、訪日外国人旅客数が過去最高となる213万人を記録し

ました。また、国内線につきましては、既存路線では機材小型化により供給座席数が前期と比較して減少したもの

の、旅客数は底堅く推移し、一方、LCCが新規就航した路線では着実に需要が拡大するなど、昨年度に引き続き堅

調に推移しました。

これにより、当期の国際線旅客数は前年同期を8.8％上回る約489万人、国内線旅客数は前年同期を2.3％上回る

約552万人、航空機の発着回数は国際線が前年同期を10.6％上回る約3.7万回、国内線が前年同期を3.3％上回る約

6.0万回となりました。

また、2016年３月31日現在の国際線の就航便数は、旅客便が351便/週（前年同期比118.6％）、貨物便が28便/

週（同100.0％）、国内線旅客便が80便/日（同103.9％）となりました。

以上の結果、空港事業の売上高は26,272百万円（前年同期比101.5％）、営業利益は2,588百万円（同107.6％）

となりました。

 

(商業事業)

商業事業では、店舗リニューアルや訪日外国人旅客の大幅な増加などにより、免税店売上や一般物販店売上と

もに、好調に推移しました。特に免税店売上高につきましては、店舗の増床・改装効果などによる訪日外国人需要

の確実な取り込みにより、過去最高を大幅に更新し、売上全体をけん引しました。また、クリスマス・イルミネー

ションや空港音楽祭などを実施し、にぎわいの創出に積極的に努めた結果、来港者数は1,128万人（前年同期比

102.3％）となりました。

以上の結果、商業事業の売上高は26,590百万円（前年同期比126.6％）、営業利益は5,373百万円（同162.3％）

となりました。
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（交通アクセス施設事業）

交通アクセス施設事業では、イベント目的の来港による駐車場利用者の減少などにより、駐車場利用台数は前

年同期を3.8％下回る1,404千台となりました。

以上の結果、交通アクセス施設事業の売上高は2,373百万円（前年同期比99.4％）、営業損失は15百万円（同

16.2％）となりました。

なお、当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を

適用し、「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としています。

 

 

(2)キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、3,159百万円増加し、13,351百万

円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度よりも増加しましたが、減

価償却費の減少等により前連結会計年度に比べ86百万円減少の17,338百万円の収入となりました。

 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、3,330百万円の支出となり、前連結会計年度に比べ652百万円の支出の

増加となりました。これは、主に、有形固定資産の取得による支出が前連結会計年度に比べ759百万円増加したこ

とによるものです。

 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、10,826百万円の支出となり、前連結会計年度に比べ3,519百万円の支出

の減少となりました。これは、主に、前連結会計年度に比べ社債の償還による支出が減少したことなどによるもの

です。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　該当事項はありません。

(2) 受注状況

　該当事項はありません。

(3) 販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称

 
当連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

 

前年同期比（％）

空港（百万円） 26,272 101.5

商業（百万円） 26,590 126.6

交通アクセス施設（百万円） 2,373 99.4

合計（百万円） 55,237 112.1

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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３【対処すべき課題】

2016年度の我が国の経済は、中国経済の減速をはじめとした世界経済の先行き懸念の高まりはあるものの、緩やか

な回復基調が続くと見込まれます。航空業界におきましては、国際情勢や景気動向等による不確定要素もあります

が、訪日外国人旅客は引き続き増加することが見込まれ、日本人海外渡航需要も回復傾向に向かうものと思われま

す。

当連結グループを取り巻く環境では、空港事業におきましては、首都圏空港発着枠の更なる拡大や空港コンセッ

ションの実施など、空港間競争の一層の高まりが予想されますが、航空需要は訪日外国人旅客を中心に着実に増加

し、中長期的な拡大基調に変化はないと見通しており、セントレアの果たすべき役割は今後益々大きなものとなると

想定しています。一方、商業事業におきましても、全国的な消費税免税店の拡大や首都圏等での空港型市中免税店の

開業、名古屋駅前再開発や空港周辺商業施設の充実に加え、愛知県による空港島内への大規模展示場の建設計画等、

大きな変化が見込まれます。

 

以上の認識のもと、空港事業におきましては、安全・安心な空港運営に万全を期し、国際拠点空港としての役割を

果たしていきます。

また、航空ネットワークにつきましては、４月から拡充した着陸料割引制度を活用し、既存路線の増便・大型化や

セントレアを拠点とする航空会社の誘致・定着を促進し、旅客便・貨物便ともに更なる拡充を図ります。合わせて、

今後の大きな成長が見込まれるLCCのセントレア拠点化を見据え、将来の量的拡大に対応したLCC向けの新たなターミ

ナルビル整備事業に着手します。

さらに、『昇龍道プロジェクト』の推進や拡大する訪日旅行需要に対応した交通アクセスの拡充、完全24時間化な

どに向けた地域の取組みに積極的に参画し、セントレアの量的・質的成長を通し、地域の発展に貢献します。

 

一方、商業事業につきましては、空港ならではの魅力ある店舗展開やイベントの実施等により、セントレアを訪れ

るすべてのお客様に楽しんでいただけるよう取り組みます。加えて、ボーイング787ドリームライナー飛行試験機

（ZA001号機）の展示を核とした、新たな商業施設整備にも着手します。

 

セントレアは開港以来、多くの方々に支えられながら地域と世界をつなぐ重要な空港インフラとして、その機能を

発揮してきました。開港12年目となる2016年度は、「第２の開港期」として中期経営戦略（2015～2019年度）に掲げ

た飛躍的な成長を実現するため「開港期の“思い”と“エネルギー”をもう一度！」をスローガンに、グループ一丸

となって取り組んでいきます。

 

［主要施策］

① 安全・安心の確保

当連結グループ及び空港島内事業者間での安全・安心に関する価値観やプロセスの共有化を推進するほか、大規模

自然災害を想定した防災訓練等の強化や早期復旧に向けた各種対策の検討を進めます。また、ボディスキャナー等の

新規導入等による航空保安対策の更なる強化を図るとともに、サイバー攻撃等セキュリティ脅威への即時対応体制の

構築や施設不具合の低減に向けた未然防止活動を積極的に実施します。

 

② 航空ネットワークの拡大

セントレアを拠点とする航空会社の定着化を促進し、ネットワークの拡大を進めるとともに、近隣アジア・東南ア

ジア路線の一層の充実や、長距離路線の維持と空白地域への新規就航に向けた、フルサービスエアライン、LCC双方

をターゲットとしたエアポートセールス戦略の強化を図ります。また、昇龍道プロジェクト、フライセントレア、フ

ライセントレアカーゴ等、就航路線の安定化や一層の拡大に繋げるための地域と一体となった需要喚起活動に積極的

に取り組みます。さらに、伊勢・志摩サミット後の訪日旅行需要及び国内旅行需要の確実な取り込みと、地域の航空

機部品産業の更なる成長や農水産品輸出の拡大を見据えた国際航空貨物の物流拠点としての機能強化を図ります。

 

③ 施設機能・サービスの向上

将来の量的拡大を見据えたLCC向け新ターミナルビル整備事業に着手します。また、深夜・早朝便の運航や訪日外

国人旅客の増加等を踏まえた空港アクセスの充実や手ぶら観光サービスの拡充など多様なニーズに対応していきま

す。さらに、世界最高水準のCSを目指した空港関係者一体となった取組みを強化します。

 

④ 商業事業の拡大

ボーイング787ドリームライナー飛行試験機（ZA001号機）の展示を核とした新たな商業施設の整備に着手します。

また、訪日外国人旅客の増加も踏まえたスカイタウンの一層のにぎわい創出に向けた施策を実施するとともに、制限

エリア内店舗の拡張や再編による顧客満足度の向上と売上げ規模の拡大を図ります。さらに、昨年から始めた地域活

性化プロジェクトの深化をはじめとした中部臨空都市空港対岸部等との連携強化に取り組みます。
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⑤ 地域連携・環境経営の推進

地元企業・経済界・自治体等との連携強化や知多地区自治体との「空港を核とした」地域振興策を推進します。ま

た、セントレアにおける水素社会の実現に向けた構想の検討を進めます。

 

⑥ 経営基盤の強化

＜人材育成＞

10年後の空港のあるべき姿を具現化するための要員の確保と体制・人材育成制度の構築に取り組むとともに、社員

との対話を通した福利厚生制度や就労環境の整備に努めます。

＜事業・業務・財務基盤強化＞

経営管理機能の強化を図るとともに、事業評価手法の展開、調達コストの抑制、有利子負債の着実な圧縮に取り組

みます。また、空港及び当連結グループの情報（IT）化推進による競争力の強化と経営効率の向上に取り組みます。

 

⑦　二本目滑走路整備に向けた取組みの推進

地域の自治体・経済界におきましては、中部圏の国際競争力の更なる強化等の観点から、航空需要の拡大や航空

ネットワークの充実を目指した取組みを地域一丸となって推進するとともに、二本目滑走路の整備に向けた取組みや

検討を一層強化しています。

当連結グループとしましても、セントレアを取り巻く環境変化やそれに伴う課題等について地域と共有し、地域が

進める取組みや検討に、積極的に参画していきます。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当連結グループの経営成績及び財務状

況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには次のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成28年６月24日）現在において判断したもの

です。

(1) 当社の規制事項

①当社の設立の経緯及び沿革

　中部国際空港は、増大する中部圏の航空需要に対応する24時間運用の本格的国際空港の必要性を受けて、平成

８年12月に閣議決定された第７次空港整備五箇年計画において大都市圏における拠点空港として事業の推進が決

定されました。

　当社は、平成10年５月に設立され、中部国際空港の設置及び管理に関する法律に基づき、中部国際空港等の設

置及び管理を行う者として同年７月に運輸大臣の指定を受けました。その後、当社は、常滑沖の海上において空

港島の造成及び空港施設の建設を行い、平成17年２月に中部国際空港が開港しました。

 

②法的規制について

　当社の事業活動は、中部国際空港の設置及び管理に関する法律、航空法、空港法等、関連法令の規制を受けて

います。

　中部国際空港の設置及び管理に関する法律においては、発行する株式若しくは募集新株予約権を引き受ける者

の募集又は株式交換に際する株式若しくは新株予約権の発行（第５条第４項）、代表取締役等の選定等の決議

（第13条）、毎事業年度の事業計画の策定（第14条）、募集社債を引き受ける者の募集、株式交換に際する社債

の発行又は弁済期限が一年を超える資金の借入れ（第15条）、重要な財産の譲渡・担保提供（第16条）、定款の

変更（第17条）等に関して、国土交通大臣の認可等が必要とされています。

　航空法及び空港法においては、空港又は航空保安施設の設置（航空法第38条）及び変更（同第43条）、空港供

用規定の制定又は変更（空港法第12条）に関して、国土交通大臣の認可等が必要とされ、また、着陸等の料金を

定めようとするときは、あらかじめ国土交通大臣に届け出なければならないとされています（同第13条）。

　以上の法令及び規制に基づく認可・承認等が取得できない場合には、事業運営の見直しを迫られる場合も考え

られ、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、今後の政府の空港行政等に係る政策が変更された場合にも、当連結グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 中部国際空港をとりまく事業環境の変化の影響について

中部国際空港は、成田国際空港、関西国際空港、東京国際空港（羽田空港）などと一定の競合関係にあるといえ

ます。首都圏空港においては国際競争力強化のために必要な施設整備を重点的に実施することにより、平成32年ま

でに更なる容量拡大が進められます。当社は、中部国際空港のコア需要である中部圏の旅客・貨物需要の開拓を地

域と一体となって行うことにより、影響は限定的になり得ると想定していますが、更なる首都圏・関西圏の空港機

能の拡充や中部圏の経済動向等、何らかの要因によって、当社の想定通りに進展しない場合、当連結グループの財

政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、航空会社の経営状況や事業戦略によっては、旅客

数・発着便数に相応の影響が生じ、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 国際情勢の変化、伝染病の発生等による影響について

国際紛争やテロ等の社会情勢の変化、国際的な信用不安による為替の変動や国際金融危機、原油高騰による経済

情勢の悪化、航空ネットワークに支障をきたす大規模な気象変動及び新たな感染症の発生・拡大等の諸要因の発生

によって利用実績が減少した場合には、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

(4) 自然災害等の発生による影響について

当空港が位置する愛知県常滑市は、大規模地震対策特別措置法第３条第１項に基づき指定される「東海地震に係

る地震防災対策強化地域」に含まれています。このため、当空港は震度７クラスの地震が発生しても大きな被害が

生じないよう設計されており、管制、旅客ターミナルビル、ライフライン及び空港連絡橋等の重要施設で機能が維

持できるよう対策ができています。しかし、これを超える規模の地震が発生し、空港施設等に被害が生じた場合、

事業運営に支障をきたすことや設備復旧等にかかる費用が発生する等、当連結グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

　当空港は海上空港ですが、水深が浅く、強固な基盤層を有した地層の上に埋め立てられているため、地盤沈下に

伴う問題が発生する可能性は低いと考えています。また、当地域で発生した観測史上最大規模の高潮（伊勢湾台風

レベル）に対応できる高さの護岸（＋５～７ｍ）を備えておりますが国が発表した南海トラフの巨大地震による津

波や、愛知県が検討している最大クラスの高潮に対しては、滑走路等が冠水する可能性があります。今後、かかる
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事態が生じた場合には、滑走路の閉鎖、設備復旧費用の発生等により、当連結グループの財政状態及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 金利変動の影響について

当連結グループは、空港整備にかかる設備投資等のために多額の資金調達を行っています。

従って、今後の金利動向及び格付の変更等により調達金利が変動した場合、当連結グループの財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 個人情報の管理について

当連結グループは、商業事業・保険代理店業務・立体駐車場運営を行うため、個人情報を有しています。グルー

プ全体でその管理には万全を期していますが、不測の事態によりこれが漏洩した場合、それに伴う賠償責任等の費

用負担及び社会的信用の低下等から、当連結グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

 

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当連結会計年度における財政状態及び経営成績の分析は次のとおりです。

(1) 財政状態の分析

① 資産の部

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ1.0％減の457,514百万円となりました。これは、主

に減価償却が進んだことによるものです。

② 負債の部

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ2.4％減の365,213百万円となりました。これは、主

に社債の新規発行により27,813百万円増加した一方、社債の償還により35,000百万円、長期借入金の返済により

4,240百万円減少したことによるものです。

③ 純資産の部

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ5.2％増の92,301百万円となりました。これは、主

に親会社株主に帰属する当期純利益を4,539百万円計上したことによるものです。

 

(2) 経営成績の分析

① 売上高

空港事業については、アジア路線を中心とした新規就航・増便、外国人インバウンド旅客数の増加等により、

前連結会計年度に比べ1.5％増の26,272百万円となりました。

商業事業については、訪日旅客の旺盛な需要取り込みによる免税店売上の増加等により、前連結会計年度に比

べ26.6％増の26,590百万円となりました。

交通アクセス施設事業については、イベント目的の来港による駐車場利用者の減少等により、前連結会計年度

に比べ0.6％減の2,373百万円となりました。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べ12.1％増の55,237百万円となりました。

② 売上原価、販売費及び一般管理費

当連結会計年度の売上原価は、前連結会計年度に比べ7.4％増の37,865百万円となりました。これは、主に商業

事業の売上高の増加に伴い、商品の仕入れ等が増加したことによるものです。

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ12.3％増の9,377百万円となりました。これ

は、主に販売体制強化に伴う人件費の増加、販売促進活動の積極的な展開によるものです。

③ 営業利益

以上の結果、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べ41.0％増の7,993百万円となりました。

④ 営業外損益

当連結会計年度の営業外収益は、前連結会計年度に比べ38.4％減の71百万円、営業外費用は16.5％減の1,222百

万円となり、営業外損益としては197百万円改善されました。これは、主に有利子負債の圧縮等による支払利息の

減少によるものです。

⑤ 経常利益

以上の結果、当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度に比べ58.3％増の6,843百万円となりました。

⑥ 特別損益

当連結会計年度の特別利益は、発生がありませんでした。また、特別損失は前連結会計年度に比べ9.8％増の

268百万円となりました。

⑦ 税金等調整前当期純利益

以上の結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比べ61.2％増の6,574百万円とな

りました。

⑧ 親会社株主に帰属する当期純利益

税金等調整前当期純利益から法人税、住民税及び事業税や法人税等調整額、非支配株主に帰属する当期純利益

を加減算した結果、当連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に比べ64.2％増の

4,539百万円となりました。

 

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は、営業活動によるキャッシュ・フローについては、17,338

百万円の収入となりました。一方、投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得等により

3,330百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローについては、長期借入金の返済や社債の償還等により

10,826百万円の支出となりました。これらの結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計

年度末に比べ31.0％増の13,351百万円となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結グループでは、当連結会計年度において、空港事業を中心に全体で3,351百万円の設備投資（有形固定資

産の他、無形固定資産を含む。）を実施しました。主な設備投資の内容は次のとおりです。

空港事業においては、500番台及び601番のスポット整備、国際線バス搭乗口の増設等により設備投資額は2,553

百万円となりました。

商業事業においては、国際線出発制限エリア内免税店のリニューアル等により設備投資額は720百万円となりま

した。

交通アクセス施設事業においては、駐車場設備の改修等により設備投資額は77百万円となりました。

２【主要な設備の状況】

　当連結グループにおける主要な設備の状況は、次のとおりです。

(1) 提出会社

平成28年３月31日現在
 

事業所名

（所在地）

セグメ

ントの

名称

設備の

内容

帳簿価額

従業員数

(人)
建物及び

構築物

(百万円)

機械装置

及び運搬

具

(百万円)

土地

(百万円)

(面積千㎡)

リース資産

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

中部国際空港

（愛知県常滑市）
空港

空港施

設
95,555 4,884

278,304

(4,552)
35 1,395 380,175

177

(22)

中部国際空港

（愛知県常滑市）
商業 店舗 10,737 65

1,278

(20)
3 636 12,721

52

(7)

中部国際空港

（愛知県常滑市）

交通ア

クセス

施設

駐車場

施設
14,777 22

10,642

(173)
0 91 25,534

2

(-)

 

(2) 国内子会社

平成28年３月31日現在
 

会社名
事業所名

(所在地)

セグメ

ントの

名称

設備の

内容

帳簿価額

従業員数

(人)
建物及び

構築物

(百万円)

機械装置

及び運搬

具

(百万円)

土地

(百万円)

(面積千㎡)

リース資産

(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

中部国際

空港エネ

ルギー供

給㈱

本社

(愛知県常

滑市)

空港
熱供給

施設
421 946 - 0 1 1,370

4

(-)

（注）１．帳簿価額は、建設仮勘定を除く有形固定資産であり、金額に消費税等は含まれていません。

２．従業員数の（　）は、臨時雇用者数の年間の平均人員を外書しています。

 

　なお、提出会社の主な設備の概要は以下のとおりです。

①　空港事業

ａ．空港基本施設

滑走路　　　　　　長さ　　　3,500ｍ　×　幅　60ｍ

誘導路　　　　　　延長 　　約9.7km　×　幅　30ｍ、32m、34m

駐機場　　　　　　面積　約878千㎡

航空保安灯火施設　灯器　約5,300個　　進入灯管理橋　南北各500ｍ

航空保安無線施設　LLZ(ローカライザー)２基　GS(グライドスロープ)２基

ｂ．旅客ターミナル施設

旅客ターミナルビル（地上４階）

供用開始　　　平成17年２月

供用床面積　　約219千㎡アクセスプラザ（地上２階）

供用開始　　　平成17年２月

供用床面積　　約７千㎡

※旅客ターミナル施設のうち、直営商業店舗等に係る部分は商業事業に区分しています。
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ｃ．貨物施設

地区全体面積　約260千㎡

主な施設

第１国際貨物上屋（地上２階）

供用床面積　　約42千㎡

第２国際貨物上屋（地上２階）

供用床面積　　約14千㎡

第３国際貨物上屋（地上２階）

供用床面積　　約16千㎡

国内航空会社上屋（地上２階）

供用床面積　　約２千㎡

国内フォワーダ上屋（地上２階）

供用床面積　　約２千㎡

ｄ．供給施設

上下水道施設

②　商業事業

ａ．旅客ターミナル施設は、上記の「①　空港事業」に含めて記載しています。

③　交通アクセス施設事業

ａ．駐車場

一般駐車場

収容台数　　約5,800台

臨時駐車場

収容台数　　約4,300台

従業員駐車場

収容台数　　約1,800台
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当連結会計年度末における設備投資計画としては、次のとおりです。

会社名
事業所名

所在地
セグメン
トの名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
年月

完成後の
増加能力

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了

 
当社
中部国際
空港
 

愛知県常滑市 空港 エプロン等 3,709 343
社債、借
入金及び
自己資金

平成
27.6

平成
29.3

旅客サー
ビス及び
運用効率
の向上

 
当社
中部国際
空港
 

愛知県常滑市 空港
保安検査
装置等

3,405 60
社債、借
入金及び
自己資金

平成
27.7

平成
29.3
 

経年劣化
に対する
機能維持

 
当社
中部国際
空港
 

愛知県常滑市 商業 商業店舗等 2,537 136
社債、借
入金及び
自己資金

平成
27.6

平成
29.3

旅客、来
港者サー
ビスの向
上

 
当社
中部国際
空港
 

愛知県常滑市
交通アク
セス施設

駐車場管理
システム等

228 -
社債、借
入金及び
自己資金

平成
28.4

平成
29.3

旅客、来
港者サー
ビスの向
上

　　（注）１．投資予定金額には、消費税等は含まれていません。

　２．経常的な設備の更新のための除却を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,673,360

計 1,673,360

 

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成28年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年６月24日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,673,360 1,673,360 非上場

当社は単元株

制度は採用し

ていません。

計 1,673,360 1,673,360 - -

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成15年12月25日

（注）
150,400 1,673,360 7,520 83,668 - -

　（注）有償第三者割当

発行価格　　　50,000円

資本組入額　　50,000円

（６）【所有者別状況】

平成28年３月31日現在
 

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 5 46 2 640 - - 381 1,074 -

所有株式数

（株）
836,680 168,400 4,722 659,775 - - 3,783 1,673,360 -

所有株式数の

割合（％）
50.00 10.07 0.28 39.43 - - 0.22 100.00 -
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（７）【大株主の状況】

  平成28年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

国土交通大臣 東京都千代田区霞が関二丁目１番３号 669,320 39.99

愛知県 名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 98,251 5.87

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 54,030 3.22

中部電力株式会社 名古屋市東区東新町１番地 50,000 2.98

東海旅客鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 50,000 2.98

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１番地 50,000 2.98

名古屋鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目２番４号 50,000 2.98

名古屋市 名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 47,359 2.83

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 15,000 0.89

株式会社デンソー 愛知県刈谷市昭和町一丁目１番　 12,000 0.71

東邦瓦斯株式会社　 名古屋市熱田区桜田町19番18号　 12,000 0.71

日本碍子株式会社　 名古屋市瑞穂区須田町２番56号　 12,000 0.71

計 － 1,119,960 66.92

 

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式（自己株式等） - - -

議決権制限株式（その他） - - -

完全議決権株式（自己株式等） - - -

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,673,360 1,673,360 -

単元未満株式 - - -

発行済株式総数 1,673,360 - -

総株主の議決権 - 1,673,360 -
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②【自己株式等】

平成28年３月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

- - - - - -

計 - - - - -

 

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

22/76



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社は、空港用地造成をはじめとした開業時における設備投資により、多大な有利子負債を抱えております。この

有利子負債の確実な返済を目的に「中部国際空港の設置及び管理に関する法律」（平成10年３月31日法律第36号）第

10条に基づき、「中部国際空港整備準備金」として事業から得られた利益より積立を行うことで法人所得税納付の繰

延を行っています。そして、当連結グループが直面している経営環境の変化に対応するため、現在の需要喚起や路線

拡大の取組みを維持しつつ、商業事業収入の更なる増大やコスト増の抑制など経営基盤の安定化に努め、当面は、有

利子負債の圧縮を最優先課題ととらえ、財務体質の強化に注力します。

なお、当社は、株主総会の決議により毎年３月31日の最終株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権

者に対して金銭による剰余金の配当を行うと定款で定めています。また、「中部国際空港の設置及び管理に関する法

律」（平成10年３月31日法律第36号）第17条に基づき、剰余金の配当その他の剰余金の処分の決議は、国土交通大臣

の認可を受けなければ、その効力を生じません。

４【株価の推移】

　当社株式は非上場ですので、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

男性１０名　女性-名　（役員のうち女性の比率-％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役社長 代表取締役 友添　雅直 昭和29年３月25日生

 
昭和52年４月 トヨタ自動車販売㈱入社

平成13年１月 米国トヨタ自動車販売㈱出向

平成17年６月 トヨタ自動車㈱常務役員

平成23年４月 同社専務役員

トヨタモーターノースアメリカ㈱

上級副社長

平成24年６月 ㈱トヨタモーターセールス＆マーケ

ティング

代表取締役社長

平成27年６月 中部国際空港情報通信㈱

代表取締役社長(現任)

平成27年６月 中部国際空港旅客サービス㈱

代表取締役社長(現任)

平成27年６月 当社代表取締役社長(現任)
  

注３ 12

取締役副社長 代表取締役 各務　正人 昭和29年１月４日生

 
昭和51年４月 運輸省入省

平成16年７月 国土交通省大臣官房政策評価審議

官（大臣官房秘書室長併任）

平成17年８月 同省航空局飛行場部長

平成18年７月 同省航空・鉄道事故調査委員会事

務局長

平成19年７月 同省近畿運輸局長

平成21年７月 (社)全国乗用自動車連合会理事長

（現(一社)全国ハイヤー・タク

シー連合会）

平成26年６月 中部国際空港給油施設㈱

代表取締役社長(現任)

平成26年６月 中部国際空港エネルギー供給㈱

代表取締役社長(現任)

平成26年６月 中部国際空港施設サービス㈱

代表取締役社長(現任)

平成26年６月 当社代表取締役副社長(現任)
  

注３ 11

取締役
常務執行役員

空港運用本部長
舘　　剛史 昭和29年２月23日生

 
昭和53年４月 中部電力㈱入社

平成15年７月 同社広報部報道グループ長

平成17年７月 同社広報部長兼広報企画グループ

長

平成19年７月 同社執行役員広報部長

平成21年６月 当社取締役執行役員

業務推進本部長

平成23年６月 当社取締役執行役員

営業推進本部長

平成27年６月 当社取締役常務執行役員

空港運用本部長(現任)
  

注３ 2

取締役

執行役員

営業推進本部長

（中期経営戦略

担当兼務）

尾頭　嘉明 昭和30年６月29日生

 
昭和53年４月 トヨタ自動車工業㈱入社

平成６年４月 トヨタ自動車㈱調査部主査

平成11年４月 当社経理部次長

平成13年１月 当社調達部長

平成15年４月 当社営業部長

平成19年６月 当社執行役員

平成23年６月 当社取締役執行役員(航空営業・経

営企画担当)

平成27年６月 当社執行役員営業推進本部長

(中期経営戦略担当兼務)(現任)
  

注３ 10
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役

執行役員

経営企画・総務

担当

近藤　正人 昭和29年６月17日生

 
昭和54年４月 愛知県入庁

平成19年４月 同県県民生活部学事振興課私学振

興室長

平成21年４月 同県環境部環境政策課長

平成22年４月 同県環境部次長

平成23年４月 同県地域振興部次長

平成24年４月 同県地域振興部長

平成26年４月 同県会計管理者兼会計局長

平成27年６月 当社取締役執行役員(経営企画・総

務担当)(現任)
  

注３ 2

取締役

執行役員

財務・調達・業

務サポートセン

ター担当

前田　憲輝 昭和33年８月29日生

 
昭和56年４月 ㈱東海銀行入行

平成13年３月 同行尾張旭支店長

平成15年４月 ㈱UFJ銀行桑名法人営業部長兼桑名

支店長兼桑名地区営業部長

平成18年１月 ㈱三菱東京UFJ銀行人事部(名古屋)

副部長兼人事部人材開発室(名古

屋)室長

平成20年１月 同行大津町支社長

平成21年６月 当社執行役員(グループ経営・財務

担当)

平成27年６月 当社取締役執行役員(財務・調

達・業務サポートセンター担当)

(現任)
  

注３ 2

取締役 非常勤 巣山　芳樹 昭和32年５月４日生

 
昭和55年４月 日本国有鉄道入社

昭和62年４月 東海旅客鉄道㈱入社

平成14年６月
同社新幹線鉄道事業本部管理部

長

平成18年７月 同社総合企画本部投資計画部長

平成20年６月 同社取締役人事部長

平成22年６月 同社取締役総務部長

平成24年６月 同社常務執行役員総務部長

平成26年６月
同社取締役常務執行役員新幹線

鉄道事業本部長（現任）

平成28年６月 当社非常勤取締役（現任）
 

注６ -

監査役 常勤 中山　厚 昭和33年４月13日生

 
昭和56年４月 大蔵省入省

平成元年５月 在リオ・デ・ジャネイロ日本国総領

事館領事

平成10年12月 東京国税局調査第一部長

平成18年７月 東京税関総務部長

平成25年６月 東海財務局長

平成26年７月 国税不服審判所次長

平成27年６月 当社常勤監査役(現任)
  

注５ -

監査役 常勤 葛迫　憲治 昭和29年５月３日生

 
昭和52年４月 名古屋市入庁

平成15年４月 同市市民経済局総務課長

平成18年４月 同市市民経済局地域振興部長

平成21年４月 同市市民経済局理事(文化・地域振

興・人権担当)

平成22年４月 同市総務局副局長

平成24年４月 同市市長室長

平成25年４月 同市総務局長

平成27年６月 当社常勤監査役(現任)
  

注４ -
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 非常勤 佐藤　正昭 昭和25年２月９日生

 
昭和51年４月 自治省入省

平成元年４月 公営企業金融公庫調査役

平成７年４月 広島市企画調整局長

平成11年７月 地方職員共済組合事務局長

平成16年４月 財団法人消防試験研究センター常務

理事

平成21年６月 みずほ信託銀行株式会社顧問

平成23年６月 当社常勤監査役

平成27年６月 当社非常勤監査役(現任)
  

注４ -

計 39

　（注）１．取締役巣山芳樹氏は、社外取締役です。

　　　　２．監査役中山厚氏、葛迫憲治氏及び佐藤正昭氏は、社外監査役です。

　　　　３．平成27年６月24日開催の定時株主総会における選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時までです。

　　　　４．平成27年６月24日開催の定時株主総会における選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会終結の時までです。

５．平成27年６月24日開催の定時株主総会において退任監査役の補欠として選任されており、任期は、定款の定

めにより、退任監査役の任期満了（平成25年６月25日開催の定時株主総会における選任後４年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時）までとなります。

６．平成28年６月24日開催の定時株主総会において退任取締役の補欠として選任されており、任期は、定款の定

めにより、退任取締役の任期満了（平成27年６月24日開催の定時株主総会における選任後２年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時）までとなります。

７．当社では、経営の意思決定及び経営監視機能と業務執行機能を分離し、取締役の経営責任を明確化するとと

もに業務執行機能の強化を図るため、執行役員制度を採用しています。

　　　　　　執行役員は以下の７名です。

常務執行役員空港運用本部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　舘　　剛史

執行役員営業推進本部長（中期経営戦略担当兼務）　　　　　　　　　尾頭　嘉明

執行役員（経営企画・総務担当）　　　　　　　　　　　　　　　　　近藤　正人

執行役員（財務・調達・業務サポートセンター担当）　　　　　　　　前田　憲輝

執行役員（地域連携・第二滑走路担当）　　　　　　　　　　　　　　上用　敏弘

執行役員（セントレアオペレーションセンター・運航支援担当）　　　倉野　博己

執行役員（商業事業担当）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大村　卓久
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、安全性・利便性・経済性に優れた競争力のある国際拠点空港の実現を目指すとともに、健全で効率的な

経営を実現することにより、企業価値を高め、株主やお客様の皆様から評価される企業として発展していくことを

経営の目標としています。

この経営目標の達成に向けて、経営責任の明確化、意思決定の透明性の向上などの経営管理体制を整備するとと

もに、コンプライアンスの徹底、リスク管理体制の構築を積極的に進めながら、コーポレート・ガバナンスを充実

させていくことを経営上の重要課題としています。

 

② 会社機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

(a) 会社の機関

当社は、株主総会、取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会及び会計監査人を設置しています。

取締役会は、取締役７名（うち社外取締役１名）で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行

を監督しています。また、当社は、経営の意思決定及び経営監視機能と業務執行機能を分離し、取締役の経営責

任を明確にするとともに、業務執行の機能強化を図るため、執行役員制度を導入しています。この執行役員は、

取締役会で選任され、取締役会が決定した経営の基本方針に基づき、代表取締役の指揮命令下で業務を遂行して

いくものです。その上で、重要な業務執行課題への対応については、執行役員等で構成される経営会議を設置

し、十分な議論を行う仕組みを構築しています。

(b) 会社の業務執行及び監視体制

(c) 会社の内部統制システムの整備状況

当社の内部統制システムについては、各部の所掌業務・責任を明確にしたうえ、業務遂行上必要なものについ

ては、規程及び体制を整備し、正確な業務遂行に努めています。

当社は、平成18年５月に会社法第362条第４項第６号の定めによる内部統制システムの構築の基本方針を決議

し、平成19年４月にその基本方針を具体化したセントレアグループにおける内部統制システムの構築について決

議しました。また、平成19年５月には「セントレアグループ企業行動規範」を定めました。更に、平成20年３月

には「セントレアグループコンプライアンス規程」及び内部通報制度を定めました。そして平成27年５月の「会

社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）施行に伴い、同年６月にセントレアグループにおける内部

統制システムの内容の一部修正及び追加について決議しております。今後も、現在の規程及び体制に加え、全取

締役、社員の適正な職務執行を確保する体制を引き続き整備する予定です。
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(d) 監査役監査及び内部監査の状況

監査役監査については、監査役３名（全員が社外監査役）で構成する監査役会で定めた監査の方針等に基づ

き、取締役会や経営会議等の重要な会議への出席及び重要事項に関する各担当部署の監査等を通じて、取締役の

職務執行状況を監査しています。

内部監査については、内部監査室（３名）が内部監査実施計画に基づき、当社及び関係会社を対象に内部統制

やリスク管理の観点から監査を行い、業務遂行状況をモニタリングし、改善等の助言・提案を行っています。

(e) 会計監査の状況

会計監査については、当社と監査契約を締結している有限責任監査法人トーマツが会社法及び金融商品取引法

に基づく監査を実施しています。当期において当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、水上圭祐氏、淺井

明紀子氏です。また、当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士８名、その他９名で構成されています。

監査役、内部監査室及び会計監査人は、それぞれの監査計画の策定及び実施において、定期的な打合せや随時

情報交換を行い、効率的な職務遂行を図っています。

(f) 社外取締役及び社外監査役との関係

取締役７名のうち巣山芳樹氏は、社外取締役です。同氏は、当社株主である東海旅客鉄道株式会社取締役常務

執行役員新幹線鉄道事業本部長を兼任していますが、特記すべき利害関係はありません。

また、社外監査役については、特記すべき利害関係はありません。

③ リスク管理体制の整備の状況

当社は、事業に関する各種リスクに対し、「セントレアグループリスク管理方針」を定め、安全で安心な空港機

能の維持と健全な企業経営に悪影響を及ぼすおそれのあるすべての要因を「リスク」と定義し、適切に対応する体

制を整備しています。また、内部統制システム・コンプライアンス体制についても、「セントレアグループコンプ

ライアンス規程」及び内部通報制度を定め、企業活動におけるコンプライアンス確保に努めており、今後も継続し

て損失の危機の管理に関する規程その他の体制を整備する予定です。

④ 子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

当社は、「セントレアグループマネジメント規程」および「セントレアグループ運営規程」を策定し、セントレ

アグループにおける経営および業務の基本的なプロセスを明確にし、業務の適法性、信頼性を確保するとともに、

企業集団としての統制を図っています。

また、グループ全体を対象とした企業行動規範、コンプライアンス規程等を策定し、必要な研修を定期的に実施

するとともに、内部での相互牽制機能を確保しています。

子会社の取締役は、セントレアグループ経営会議等重要な会議に出席し、適宜重要な情報について報告し、企業

集団として効率的な運営を行っています。

 

⑤ 役員報酬の内容

当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬等は以下のとおりです。

役員報酬：   

　取締役に支払った報酬等 77百万円 

　（うち社外取締役に支払った報酬等 1百万円）

　監査役に支払った報酬等 45百万円 

　（うち社外監査役に支払った報酬等 45百万円）

　　計 122百万円 

(注) 上記の監査役の報酬等の額には、当期中に役員退職慰労引当金として繰り入れた６百万円を含んでいます。

 

⑥ 取締役の定数

　当社の取締役は８名以内とする旨定款に定めています。
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⑦ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めています。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めています。

⑧ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の定めにより、取

締役会の決議によって、任務を怠ったことによる取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役で

あったものを含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することができる旨定款に定めています。

⑨ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めています。これは、株主総

会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものです。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 17 - 19 -

連結子会社 3 - 3 -

計 21 - 23 -

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

　個別に監査報酬の決定方針を定めてはいませんが、提示された監査計画及び報酬内容を精査の上、監査公認会

計士に対する監査報酬を決定しています。また、その金額は会社法第399条に基づき監査役会の同意を得ていま

す。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しています。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。

   また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成していま

す。

 

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月

31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツにより監査を受けています。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っています。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、会計基準設定

主体等の行う研修に参加しています。

 

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

30/76



１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,805 13,145

売掛金 3,113 3,309

たな卸資産 ※１ 1,489 ※１ 2,041

繰延税金資産 279 275

その他 585 554

貸倒引当金 △8 △6

流動資産合計 15,265 19,319

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※３,※４ 128,599 ※３,※４ 121,453

機械装置及び運搬具（純額） ※３,※４ 6,343 ※３,※４ 5,901

土地 290,225 290,225

リース資産（純額） 67 59

建設仮勘定 507 567

その他（純額） ※３ 2,535 ※３ 2,152

有形固定資産合計 ※２ 428,278 ※２ 420,359

無形固定資産   

ソフトウエア ※３ 963 ※３ 907

水道施設利用権 4,754 4,562

その他 314 282

無形固定資産合計 6,032 5,751

投資その他の資産   

長期前払費用 12,152 11,703

繰延税金資産 65 48

その他 65 15

貸倒引当金 △59 -

投資その他の資産合計 12,224 11,766

固定資産合計 446,535 437,877

繰延資産   

社債発行費 310 317

繰延資産合計 310 317

資産合計 ※４ 462,111 ※４ 457,514
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,368 1,368

短期借入金 10,000 10,700

1年内償還予定の社債 ※４ 34,996 ※４ 19,996

1年内返済予定の長期借入金 ※４ 4,240 ※４ 26,569

リース債務 19 19

未払法人税等 472 600

賞与引当金 532 531

ポイント引当金 22 23

その他 3,402 3,575

流動負債合計 55,054 63,384

固定負債   

社債 ※４ 151,200 ※４ 159,037

長期借入金 ※４ 165,151 ※４ 138,582

リース債務 54 45

繰延税金負債 902 2,064

役員退職慰労引当金 17 18

退職給付に係る負債 669 788

その他 1,331 1,293

固定負債合計 319,326 301,828

負債合計 374,380 365,213

純資産の部   

株主資本   

資本金 83,668 83,668

利益剰余金 3,090 7,629

株主資本合計 86,758 91,297

非支配株主持分 972 1,003

純資産合計 87,730 92,301

負債純資産合計 462,111 457,514
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 49,280 55,237

売上原価 ※１ 35,260 ※１ 37,865

売上総利益 14,020 17,371

販売費及び一般管理費 ※２ 8,350 ※２ 9,377

営業利益 5,670 7,993

営業外収益   

受取利息 4 5

固定資産受贈益 9 11

受取保険金 3 13

工事負担金受入額 43 14

補助金収入 13 -

その他 42 27

営業外収益合計 116 71

営業外費用   

支払利息 1,333 1,126

その他 130 95

営業外費用合計 1,464 1,222

経常利益 4,322 6,843

特別損失   

固定資産除却損 ※３ 216 ※３ 224

減損損失 ※４ 27 ※４ 44

特別損失合計 244 268

税金等調整前当期純利益 4,078 6,574

法人税、住民税及び事業税 478 820

法人税等調整額 819 1,183

法人税等合計 1,298 2,004

当期純利益 2,779 4,570

非支配株主に帰属する当期純利益 14 31

親会社株主に帰属する当期純利益 2,764 4,539
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当期純利益 2,779 4,570

包括利益 2,779 4,570

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 2,764 4,539

非支配株主に係る包括利益 14 31
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本
非支配株主持分 純資産合計

 資本金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 83,668 325 83,993 957 84,951

当期変動額      

親会社株主に帰属する当期
純利益  2,764 2,764  2,764

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

   14 14

当期変動額合計 - 2,764 2,764 14 2,779

当期末残高 83,668 3,090 86,758 972 87,730

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本
非支配株主持分 純資産合計

 資本金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 83,668 3,090 86,758 972 87,730

当期変動額      

親会社株主に帰属する
当期純利益  4,539 4,539  4,539

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

   31 31

当期変動額合計 - 4,539 4,539 31 4,570

当期末残高 83,668 7,629 91,297 1,003 92,301
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 4,078 6,574

減価償却費 12,982 11,753

減損損失 27 44

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5 0

賞与引当金の増減額（△は減少） 43 △0

貸倒引当金の増減額（△は減少） 59 △61

ポイント引当金の増減額（△は減少） 0 0

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 89 119

受取利息 △4 △5

支払利息 1,333 1,126

為替差損益（△は益） △1 22

固定資産除却損 254 234

売上債権の増減額（△は増加） △376 △196

たな卸資産の増減額（△は増加） △275 △552

仕入債務の増減額（△は減少） 364 △0

未払消費税等の増減額（△は減少） 47 △120

未収消費税等の増減額（△は増加） - △210

その他 439 387

小計 19,068 19,118

利息の受取額 4 5

利息の支払額 △1,293 △1,105

法人税等の支払額 △355 △680

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,424 17,338

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,362 △3,121

無形固定資産の取得による支出 △308 △237

投資その他の資産の取得による支出 △0 △12

投資その他の資産の減少による収入 1 3

その他 △7 38

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,677 △3,330

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △300 700

長期借入金の返済による支出 △3,921 △4,240

社債の発行による支出 △112 △79

社債の発行による収入 41,500 27,813

社債の償還による支出 △51,500 △35,000

その他 △11 △19

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,345 △10,826
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 △22

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 402 3,159

現金及び現金同等物の期首残高 9,789 10,192

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 10,192 ※ 13,351
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数 5社

連結子会社の名称

中部国際空港エネルギー供給㈱

中部国際空港情報通信㈱

中部国際空港旅客サービス㈱

中部国際空港施設サービス㈱

中部国際空港給油施設㈱

 

２．持分法の適用に関する事項

　非連結子会社及び関連会社はないため持分法は適用していません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

 すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しています。

 

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産

  a．商品

　主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）によっています。

 　b．貯蔵品

　主として最終仕入原価法による原価法によっています。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

 定額法によっています。

　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　建物及び構築物　　　４年～60年

　機械装置及び運搬具　４年～22年

② 無形固定資産

　定額法によっています。

　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっていま

す。

③ リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

④ 長期前払費用

　定額法によっています。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

　　社債発行費

　　　社債の償還までの期間にわたり均等償却しています。

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

② 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しています。

③ ポイント引当金

　カード会員に付与したポイントの使用による費用負担に備えるため、当連結会計年度末におけるポイント残

高に対する将来の使用見積り額を計上しています。

④ 役員退職慰労引当金

　当社の監査役の退任慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

38/76



 

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

　当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算には、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　金利スワップの特例処理によっています。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段…金利スワップ

 ヘッジ対象…変動金利による借入金

③ ヘッジ方針

　将来の金利の変動によるリスクを回避する目的で行っており、投機的な取引を行わない方針です。

④ ヘッジ有効性評価の方法

　　特例処理の要件を充足する金利スワップであるため、有効性の評価を省略しています。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資等からなっています。

(8) その他の連結財務諸表作成のための重要な事項

　　① 消費税等の会計処理

　税抜方式によっています。

　　② 連結納税制度の適用

 連結納税制度を適用しています。

 

 

(会計方針の変更)

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）等

を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として

計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しています。また、当連結会

計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合

日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しています。加えて、当期純利益等の表示の変更及び少

数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っています。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度につ

いては、連結財務諸表の組替えを行っています。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（4）、連結会計基準第44－５項（4）及び事業分

離等会計基準第57－４項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたって適

用しています。

　これによる連結財務諸表に与える影響はありません。
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（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記していた「営業外収益」の「店舗什器等負担金受入額」及び「業務受託料」は、金

額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しています。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っています。

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「固定資産受贈益」及び「受取保険金」は、「営

業外収益」の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしています。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っています。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」に表示していた「店舗什器等負担金受入額」12

百万円、「業務受託料」13百万円、「その他」29百万円は、「固定資産受贈益」９百万円、「受取保険金」３百万円、

「その他」42百万円として組み替えています。
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（連結貸借対照表関係）

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

商品及び製品 1,189百万円 1,733百万円

原材料及び貯蔵品 300 307

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

有形固定資産の減価償却累計額 126,379百万円 136,343百万円

 

※３　国庫補助金等により取得原価から控除した固定資産の圧縮記帳累計額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

建物及び構築物 67百万円 67百万円

機械装置及び運搬具 1,461 1,447

有形固定資産その他 20 19

ソフトウエア 15 15

計 1,564 1,549

 

※４　担保に供している資産及び担保付債務

(1)中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36号）第７条の規定により、当社の財産を社債の

一般担保に供しています。社債の金額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

社債（額面） 186,300百万円 179,100百万円

 

(2)担保に供している資産は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

建物及び構築物 43,682百万円 40,894百万円

機械装置及び運搬具 36 31

計 43,719 40,925

 

　 担保付債務は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 335百万円 335百万円

長期借入金 2,349 2,014

計 2,685 2,349
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（連結損益計算書関係）

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれていま

す。

前連結会計年度
（自　平成26年４月１日

　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

0百万円 0百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

従業員給与 2,381百万円 2,523百万円

販売奨励金 744 978

賞与引当金繰入額 342 351

退職給付費用 71 87

 

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

建物及び構築物 111百万円 169百万円

機械装置及び運搬具 7 24

建設仮勘定 6 -

有形固定資産その他 66 19

ソフトウエア 8 0

無形固定資産その他 0 -

固定資産撤去費用 16 11

計 216 224

 

 ※４　減損損失

前連結会計年度（自　平成26年４月1日　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しています。

場所 用途 種類

愛知県常滑市 遊休資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、その他

当社グループは、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っています。

当連結会計年度において、店舗閉鎖に伴い今後、営業活動に供する見込みがない遊休資産については、実質的な

価値はないものと判断されるため、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（27百万円）として特別損失

に計上しています。その内訳は、建物及び構築物26百万円、機械装置及び運搬具0百万円、その他1百万円です。な

お、回収可能価額として正味売却価額を零として評価しています。

 

　　　　当連結会計年度（自　平成27年４月1日　至　平成28年３月31日）

　　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しています。

場所 用途 種類

愛知県常滑市 遊休資産 建物及び構築物、機械装置及び運搬具、その他

当社グループは、遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っています。

当連結会計年度において、店舗閉鎖に伴い今後、営業活動に供する見込みがない遊休資産については、実質的な

価値はないものと判断されるため、回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（44百万円）として特別損失

に計上しています。その内訳は、建物及び構築物43百万円、機械装置及び運搬具0百万円、その他0百万円です。な

お、回収可能価額として正味売却価額を零として評価しています。

 

 

（連結包括利益計算書関係）

　該当事項はありません。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,673,360 - - 1,673,360

合計 1,673,360 - - 1,673,360

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 1,673,360 - - 1,673,360

合計 1,673,360 - - 1,673,360

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりです。

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

現金及び預金勘定 9,805百万円 13,145百万円

流動資産「その他」勘定（預け金） 386 206 

現金及び現金同等物 10,192 13,351 
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

主として、空港事業における車両（機械装置及び運搬具）です。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項 (2)重要な減価償却資産の減価償

却の方法」に記載のとおりです。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

 当連結グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達していま

す。資金運用は短期的な預金等に限定して運用しています。また、短期的な資金は銀行借入れにより調達

しています。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない

方針です。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、債権管理規程に従い、取引相手ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っており

ます。

　営業債務である買掛金は、一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されていますが、そ

のほとんどが１ヶ月以内の支払期日です。

　社債及び借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日及び返済日は最長で

決算日後28年です。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利ス

ワップ取引）を利用してヘッジしています。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取

引です。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等

については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項 (6)重

要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、資金担当部門が主要な取引先の状況を定期的に

モニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じて、同

様の管理を行っています。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リス

クはほとんどないと認識しています。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用しています。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内規程に従い、

資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っています。取引実績については、半期毎に経営会議に報

告しています。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許

流動性の維持などにより流動性リスクを管理しています。連結子会社においても同様の管理を行って

います。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけ

るデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを

示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 連結貸借対照表計上額 時価（百万円） 差額（百万円）

 （百万円）   

①現金及び預金 9,805 9,805 -

②売掛金 3,113 3,113 -

 資産計 12,919 12,919 -

①買掛金 1,368 1,368 -

②短期借入金 10,000 10,000 -

③社債（１年内償還予定額を

含む）
186,196 188,773 2,576

④長期借入金（１年内返済予

定額を含む）
169,392 156,218 △13,173

 負債計 366,957 356,361 △10,596

　デリバティブ取引 - - -

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 連結貸借対照表計上額 時価（百万円） 差額（百万円）

 （百万円）   

①現金及び預金 13,145 13,145 -

②売掛金 3,309 3,309 -

 資産計 16,454 16,454 -

①買掛金 1,368 1,368 -

②短期借入金 10,700 10,700 -

③社債（１年内償還予定額を

含む）
179,033 183,962 4,928

④長期借入金（１年内返済予

定額を含む）
165,151 162,724 △2,426

 負債計 356,253 358,755 2,501

　デリバティブ取引 - - -

(注)１． 金融商品の時価の算定並びにデリバティブ取引に関する事項

資　産

①現金及び預金、②売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

負　債

①買掛金、②短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

③社債（１年内償還予定額を含む）

　社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現

在価値により算定しています。

④長期借入金（１年内返済予定額を含む）

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっています。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記

「デリバティブ取引」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行っ

た場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。

デリバティブ取引

　注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。
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　　２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

(百万円）

１年超

５年以内

 (百万円）

５年超

10年以内

 (百万円）

10年超

 (百万円）

　現金及び預金 9,445 - - -

　売掛金 3,113 - - -

　合計 12,919 - - -

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内

(百万円）

１年超

５年以内

 (百万円）

５年超

10年以内

 (百万円）

10年超

 (百万円）

　現金及び預金 12,817 - - -

　売掛金 3,309 - - -

　合計 16,454 - - -

 

　　３．社債及び長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

　短期借入金 10,000 - - - - -

　社債 34,996 19,992 10,000 31,681 16,386 73,139

　長期借入金 4,240 26,569 6,599 7,474 8,075 116,433

 

当連結会計年度（平成28年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超２年以内

（百万円）

２年超３年以内

（百万円）

３年超４年以内

（百万円）

４年超５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

　短期借入金 10,700 - - - - -

　社債 19,996 10,000 31,686 16,389 20,793 80,168

　長期借入金 26,569 6,599 7,474 8,075 8,075 108,357
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（有価証券関係）

　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

　１. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　 　該当事項はありません。

 

　２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　 金利関連

　　前連結会計年度（平成27年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

 

金利スワップの特
例処理

金利スワップ取引      

変動受取・固定
支払

　長期借入金 21,000 21,000 　（注）  

　(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

　　当連結会計年度（平成28年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等の
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

 

金利スワップの特
例処理

金利スワップ取引      

変動受取・固定
支払

　長期借入金 21,000 - 　（注）  

　(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 当連結グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けています。

　なお、当連結グループが有する退職一時金制度は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

 

２．確定給付制度

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

　退職給付に係る負債の期首残高 579百万円 669百万円

　　退職給付費用 113 139

　　退職給付の支払額 △23 △20

　退職給付に係る負債の期末残高 669 788

 

（２）退職給付費用

　　　簡便法で計算した退職給付費用　　　前連結会計年度113百万円　　　当連結会計年度139百万円

 

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 178百万円 172百万円

ポイント引当金 7  6

未払事業税 29  28

未払費用 46  49

退職給付に係る負債 219  248

役員退職慰労引当金 5  5

長期未払金 4  2

減損損失 77  102

繰越欠損金 13  1

その他 45  29

繰延税金資産小計 627  646

評価性引当額 △93  △98

繰延税金資産合計 534  547

繰延税金負債    

　中部国際空港整備準備金 △1,091  △2,288

繰延税金負債合計 △1,091  △2,288

繰延税金資産の純額 △556  △1,740

 （注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ています。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 279百万円 275百万円

固定資産－繰延税金資産 65  48

固定負債－繰延税金負債 △902  △2,064

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率 34.9％  32.4％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  0.1

住民税均等割 0.2  0.1

評価性引当額の増減 △0.4  0.1

固定資産等の未実現利益の実現 △0.2  △0.1

税率変更による期末繰延税金資産の減額 △1.8  △1.5

その他 △1.1  △0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.9  30.5

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成28

年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引

下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

31.65％から、平成28年４月１日に開始する連結会計年度及び平成29年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込ま

れる一時差異については30.30%に、平成30年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異について

は30.07％となります。

　なお、この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産を控除した金額）が100百万円減少し、法人税等調整

額が100百万円減少しています。
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（賃貸等不動産関係）

当社では、愛知県常滑市において、賃貸用の土地、オフィスビル（土地を含む。）及び時間貸駐車場を有していま

す。前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は4,485百万円です。当連結会計年度における当該

賃貸等不動産に関する賃貸損益は4,449百万円です。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 46,829 46,122

 期中増減額 △707 △594

 期末残高 46,122 45,527

期末時価 83,667 83,610

 (注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な減少額は減価償却費（747百万円）です。当連結会計年度の主な減

少額は減価償却費（728百万円）です。

３．期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行っ

たものを含む。）です。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

     当連結グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものです。

     当連結グループは提供するサービス別にセグメントを識別しており、空港運営を主体とした「空港事

業」、空港の魅力を高める「商業事業」、空港・商業双方の事業を支えるインフラとしての「交通アク

セス施設事業」の３つを報告セグメントとしています。

　　　「空港事業」は、航空保安施設、航空旅客サービス施設及び航空貨物取扱施設の設置及び管理、その

他空港の運営を図るうえで必要な事業を行っています。「商業事業」は、中部国際空港施設内の免税

店、小売店、飲食店等の直営店舗の運営及び商業テナント管理事業等を行っています。「交通アクセス

施設事業」は、中部国際空港への交通アクセス施設、有料駐車場の運営管理事業等を行っています。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

     報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一です。

　　　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。

　　　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいています。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務
諸表計上額
（注）２ 空港 商業

交通アク
セス施設

計

売上高       

外部顧客への売上高 25,892 21,000 2,388 49,280 - 49,280

セグメント間の内部売上高又

は振替高
1,232 549 326 2,108 △2,108 -

計 27,124 21,549 2,714 51,389 △2,108 49,280

セグメント利益又は損失（△） 2,406 3,311 △94 5,622 47 5,670

セグメント資産 395,978 17,430 37,793 451,202 10,909 462,111

その他の項目       

減価償却費 10,374 1,165 1,443 12,982 - 12,982

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
2,056 482 59 2,598 - 2,598

　(注) １．調整額は、以下のとおりです。

 (1) セグメント利益の調整額47百万円は営業外取引との相殺消去額です。

 (2) セグメント資産の調整額10,909百万円には、セグメント間の相殺消去△16百万円、全社資産10,925百万円

が含まれています。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。
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　　当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務
諸表計上額
（注）２ 空港 商業

交通アク
セス施設

計

売上高       

外部顧客への売上高 26,272 26,590 2,373 55,237 - 55,237

セグメント間の内部売上高又

は振替高
1,216 624 351 2,193 △2,193 -

計 27,489 27,215 2,725 57,430 △2,193 55,237

セグメント利益又は損失（△） 2,588 5,373 △15 7,946 47 7,993

セグメント資産 390,080 16,663 36,577 443,320 14,193 457,514

その他の項目       

減価償却費 9,380 1,092 1,280 11,753 - 11,753

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
2,553 720 77 3,351 - 3,351

　(注) １．調整額は、以下のとおりです。

 (1) セグメント利益の調整額47百万円は営業外取引との相殺消去額です。

 (2) セグメント資産の調整額14,193百万円には、セグメント間の相殺消去△15百万円、全社資産14,208百万円

が含まれています。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っています。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                                                                 （単位：百万円）
 

 空港 商業 交通アクセス施設 合計

外部顧客への売上高 25,892 21,000 2,388 49,280

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

 

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　特定の顧客に対する売上高で連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがないため、記載を省略

しています。

 

当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

                                                                                 （単位：百万円）
 

 空港 商業 交通アクセス施設 合計

外部顧客への売上高 26,272 26,590 2,373 55,237

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しています。

 

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　特定の顧客に対する売上高で連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがないため、記載を省略

しています。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成26年４月1日　至　平成27年３月31日）

    （単位：百万円）

 空港 商業 交通アクセス施設 合計

減損損失 - 27 - 27

 

当連結会計年度（自　平成27年４月1日　至　平成28年３月31日）

    （単位：百万円）

 空港 商業 交通アクセス施設 合計

減損損失 - 44 - 44

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

前連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主

国土交通省

（国土交通

大臣）

 

東京都

千代田区

 

-
国土交通

行政

（被所有）

直接 39.99

土地の賃貸

及び資金の

借入等

資金の借入

（注）１
-

１年内返済

予定の長期

借入金

長期借入金

 
 

3,647
 

108,739

工事負担金

の受入

（注）２

 

26 未収入金 29

　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　１．資金の借入については無利息、無担保です。

　　２．工事負担金収入については、当社における取引価格を勘案し、決定しています。

 

当連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主

国土交通省

（国土交通

大臣）

 

東京都

千代田区

 

-
国土交通

行政

（被所有）

直接 39.99

土地の賃貸

及び資金の

借入等

資金の借入

（注）
-

１年内返済

予定の長期

借入金

長期借入金

 
 

4,710
 

104,022

　（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　資金の借入については無利息、無担保です。

 

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

56/76



（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

１株当たり純資産額 51,847.00円 54,559.55円

１株当たり当期純利益 1,652.27円 2,712.55円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

　　　２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）

純資産の部の合計（百万円） 87,730 92,301

純資産の部の合計から控除する金額

（百万円）
972 1,003

（うち非支配株主持分（百万円）） (972) (1,003)

普通株式に係る純資産額（百万円） 86,758 91,297

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数（株）
1,673,360 1,673,360

　　　３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万

円）
2,764 4,539

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（百万円）
2,764 4,539

期中平均株式数（株） 1,673,360 1,673,360

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

  平成 年 月 日     平成 年 月 日

中部国際空港株式会社 政府保証第８回社債 21. ３. 16 6,681 6,686 1.30 一般担保 31. ３. 15

中部国際空港株式会社 政府保証第９回社債 22. ３. 16
9,996

(9,996)
- 0.60 一般担保 28. ３. 16

中部国際空港株式会社 政府保証第10回社債 22. ３. 16 4,586 4,589 1.30 一般担保 32. ３. 16

中部国際空港株式会社 政府保証第11回社債 23. ２. 23 9,992
9,996

(9,996)
0.70 一般担保 29. ２. 23

中部国際空港株式会社 政府保証第13回社債 23. ３. 15 6,791 6,793 1.30 一般担保 33. ３. 15

中部国際空港株式会社 政府保証第14回社債 24. ３. ７ 10,000 10,000 0.40 一般担保 30. ３. ７

中部国際空港株式会社 政府保証第15回社債 24. ３. 15 8,847 8,855 0.90 一般担保 34. ３. 15

中部国際空港株式会社 政府保証第16回社債 25. ２. 27 25,000 25,000 0.20 一般担保 31. ２. 27

中部国際空港株式会社 政府保証第17回社債 25. ３. ７
25,000

(25,000)
- 0.05 一般担保 28. ３. ７

中部国際空港株式会社 政府保証第18回社債 25. ３. 22 23,100 23,100 0.66 一般担保 35. ３. 22

中部国際空港株式会社 政府保証第19回社債 26. ３. 18 4,700 4,700 0.64 一般担保 36. ３. 18

中部国際空港株式会社 政府保証第20回社債 27. ３. ５ 14,000 14,000 0.11 一般担保 33. ３. ５

中部国際空港株式会社 政府保証第21回社債 27. ３. 17 15,700 15,700 0.45 一般担保 37. ３. 17

中部国際空港株式会社 政府保証第22回社債 28. ３. ２ - 12,013 0.00 一般担保 36. ３. １

中部国際空港株式会社 政府保証第23回社債 28. ３. 15 - 15,800 0.02 一般担保 38. ３. 13

中部国際空港株式会社
中部国際空港第２回

社債
24. ２. 24 10,000

10,000

(10,000)
0.48 一般担保 29. ２. 24

中部国際空港株式会社
中部国際空港第３回

社債
27. ２. 23 11,800 11,800 0.18 一般担保 32. ２. 24

合計 － －
186,196

（34,996)

179,033

（19,996)
－ － －

　（注）１．（　）内書きは、１年内の償還予定額です。

 　　　 ２．連結決算日後５年間の償還予定額は、以下のとおりです。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

19,996 10,000 31,686 16,389 20,793
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 10,000 10,700 0.25 -

１年以内に返済予定の長期借入金 4,240 26,569 0.75 -

１年以内に返済予定のリース債務 19 19 - -

長期借入金

（１年以内に返済予定のものを除く。）
165,151 138,582 1.84

平成年月～年月

        29.9～56.3

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く。）
54 45 -

平成年月～年月

29.4～33.1

その他有利子負債 - - - -

合計 179,465 175,915 - -

　（注）１．平均利率については、無利息借入金を除いた期末借入残高に対する加重平均利率を記載しています。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載していません。

３．１年以内に返済予定の長期借入金の当期末残高のうち5,233百万円は無利息です。

４. 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の当期末残高のうち136,568百万円は無利息です。

５．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は、

以下のとおりです。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 6,599 7,474 8,075 8,075

リース債務 17 14 11 1

 

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。

 

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,287 12,598

売掛金 ※２ 3,062 ※２ 3,196

商品 1,185 1,729

貯蔵品 259 272

繰延税金資産 126 123

その他 ※２ 666 ※２ 645

貸倒引当金 △8 △6

流動資産合計 14,579 18,559

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１,※３ 70,031 ※１,※３ 66,052

構築物 58,172 55,017

機械及び装置 ※１ 5,192 ※１ 4,928

車両運搬具 44 44

工具、器具及び備品 ※３ 2,502 ※３ 2,123

土地 290,225 290,225

リース資産 46 39

建設仮勘定 507 566

有形固定資産合計 426,723 418,997

無形固定資産   

ソフトウエア ※３ 962 ※３ 907

水道施設利用権 4,754 4,562

その他 128 135

無形固定資産合計 5,845 5,605

投資その他の資産   

関係会社株式 1,017 1,017

長期前払費用 12,148 11,696

その他 63 13

貸倒引当金 △59 -

投資その他の資産合計 13,168 12,727

固定資産合計 445,738 437,330

繰延資産   

社債発行費 310 317

繰延資産合計 310 317

資産合計 ※１ 460,628 ※１ 456,206
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,214 1,208

短期借入金 10,000 10,700

関係会社短期借入金 956 1,297

1年内償還予定の社債 ※１ 34,996 ※１ 19,996

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 4,240 ※１ 26,569

未払法人税等 442 563

賞与引当金 210 216

ポイント引当金 22 23

その他 ※２ 3,406 ※２ 3,623

流動負債合計 55,489 64,198

固定負債   

社債 ※１ 151,200 ※１ 159,037

長期借入金 ※１ 165,151 ※１ 138,582

繰延税金負債 954 2,137

退職給付引当金 365 426

役員退職慰労引当金 17 18

その他 1,361 1,316

固定負債合計 319,051 301,517

負債合計 374,541 365,715

純資産の部   

株主資本   

資本金 83,668 83,668

利益剰余金   

その他利益剰余金   

中部国際空港整備準備金 2,355 5,322

繰越利益剰余金 63 1,500

利益剰余金合計 2,419 6,823

株主資本合計 86,087 90,491

純資産合計 86,087 90,491

負債純資産合計 460,628 456,206

 

EDINET提出書類

中部国際空港株式会社(E04362)

有価証券報告書

61/76



②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

当事業年度
(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

売上高 ※２ 48,616 ※２ 54,540

売上原価 ※２ 35,403 ※２ 38,102

売上総利益 13,212 16,438

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 7,840 ※１,※２ 8,804

営業利益 5,372 7,633

営業外収益   

受取利息 ※２ 4 ※２ 5

受取配当金 ※２ 70 ※２ 50

業務受託料 ※２ 60 ※２ 50

工事負担金受入額 43 13

その他 ※２ 53 ※２ 46

営業外収益合計 232 165

営業外費用   

支払利息 ※２ 224 ※２ 216

社債利息 1,105 910

社債発行費償却 78 72

その他 45 14

営業外費用合計 1,454 1,214

経常利益 4,150 6,585

特別損失   

固定資産除却損 216 224

減損損失 27 44

特別損失合計 244 268

税引前当期純利益 3,905 6,316

法人税、住民税及び事業税 383 726

法人税等調整額 819 1,185

法人税等合計 1,202 1,912

当期純利益 2,702 4,403
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【売上原価明細表】

  
前事業年度

（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当事業年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ 商品売上原価        

１. 商品期首たな卸高  950   1,185   

２. 当期商品仕入高  10,275   13,869   

合計  11,226   15,054   

３. 商品期末たな卸高  1,185 10,040 28.4 1,729 13,324 35.0

Ⅱ その他売上原価        

１. 人件費  613   618   

２. 減価償却費  12,172   10,919   

３. その他諸経費  12,576 25,362 71.6 13,240 24,777 65.0

合計   35,403 100.0  38,102 100.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

     (単位：百万円)

 株主資本

純資産合計
 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

 
中部国際空港整備

準備金
繰越利益剰余金

当期首残高 83,668 575 △858 △283 83,384 83,384

当期変動額       

中部国際空港整備
準備金の積立

 1,780 △1,780 - - -

当期純利益   2,702 2,702 2,702 2,702

当期変動額合計 - 1,780 922 2,702 2,702 2,702

当期末残高 83,668 2,355 63 2,419 86,087 86,087

 

当事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

     (単位：百万円)

 株主資本

純資産合計
 

資本金

利益剰余金

株主資本合計 その他利益剰余金
利益剰余金合計

 
中部国際空港整備

準備金
繰越利益剰余金

当期首残高 83,668 2,355 63 2,419 86,087 86,087

当期変動額       

中部国際空港整備
準備金の積立

 2,966 △2,966 - - -

当期純利益   4,403 4,403 4,403 4,403

当期変動額合計 - 2,966 1,437 4,403 4,403 4,403

当期末残高 83,668 5,322 1,500 6,823 90,491 90,491
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　子会社株式　移動平均法による原価法によっています。

 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　商品　　先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっ

ています。

　　貯蔵品　最終仕入原価法による原価法によっています。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法によっています。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

　　建物　　　　　　　　４年～38年

　　構築物　　　　　　　10年～60年

　　機械及び装置　　　　８年～22年

　　工具、器具及び備品　２年～20年

(2) 無形固定資産

　　定額法によっています。

　　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっています。

(3) リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

(4) 長期前払費用

　　定額法によっています。

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しています。

(3) ポイント引当金

　　カード会員に付与したポイントの使用による費用負担に備えるため、当事業年度末におけるポイント残高に対する

将来の使用見積り額を計上しています。

(4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しています。退職給付

引当金及び退職給付費用の計算には、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便

法を適用しています。

(5) 役員退職慰労引当金

　　監査役の退任慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しています。

 

４．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

　　金利スワップの特例処理によっています。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段…金利スワップ

　　ヘッジ対象…変動金利による借入金

(3)ヘッジ方針

　　将来の金利の変動によるリスクを回避する目的で行っており、投機的な取引を行わない方針です。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

　　特例処理の要件を充足する金利スワップであるため、有効性の評価を省略しています。
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５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 繰延資産の処理方法

　　社債発行費  社債の償還までの期間にわたり均等償却しています。

(2) 消費税等の会計処理

　　税抜方式によっています。

(3) 連結納税制度の適用

　　連結納税制度を適用しています。

 

 

 

 

（貸借対照表関係）

※１　担保に供している資産及び担保付債務

(1) 中部国際空港の設置及び管理に関する法律（平成10年法律第36号）第７条の規定により、財産を社債の一般担

保に供しています。社債の金額は、次のとおりです。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

社債（額面） 186,300百万円 179,100百万円

 

(2) 担保に供している資産は、次のとおりです。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

建物 43,682百万円 40,894百万円

機械及び装置 36 31

計 43,719 40,925

 

　 担保付債務は、次のとおりです。

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 335百万円 335百万円

長期借入金 2,349 2,014

計 2,685 2,349

 

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

短期金銭債権 127百万円 138百万円

短期金銭債務 1,092 1,112

 

※３　国庫補助金等により取得原価から控除した固定資産の圧縮記帳累計額

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
当事業年度

（平成28年３月31日）

建物 6百万円 6百万円

工具、器具及び備品 19 19

ソフトウエア 15 15

計 40 40
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（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度57％、当事業年度59％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度43％、当事業年度41％です。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりです。

 
前事業年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日

　　至　平成28年３月31日）

従業員給与 979百万円 1,052百万円

賞与引当金繰入額 146 158

退職給付費用 44 59

業務委託費 2,766 2,976

販売奨励金 744 978

減価償却費 539 553

 

※２　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

当事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

営業取引による取引高

　売上高

　営業費用

 

796百万円

8,801

 

811百万円

9,312

営業取引高以外の取引による取引高 117 98
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（有価証券関係）

 子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額　1,017百万円、前事業年度の貸借対照表計上額　1,017百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 68百万円 66百万円

貸倒引当金 8  1

ポイント引当金 7  6

未払事業税 24  21

未払費用 11  15

退職給付引当金 115  128

役員退職慰労引当金 5  5

長期未払金 1  -

減損損失 77  102

その他 33  22

繰延税金資産小計 353  371

評価性引当額 △90  △96

繰延税金資産合計 263  275

繰延税金負債    

　中部国際空港整備準備金 △1,091  △2,288

繰延税金負債合計 △1,091  △2,288

繰延税金負債の純額 △827  △2,013

 

 
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成27年３月31日）
 

当事業年度
（平成28年３月31日）

法定実効税率 34.9％  32.4％
（調整）    
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3  0.1
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.6  △0.3
住民税均等割 0.1  0.1
評価性引当額の増減 △0.4  0.1
税率変更による期末繰延税金資産の減額 △2.3  △1.7
その他 △1.2  △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 30.8  30.3

 

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成28

年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ

が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

31.65％から、平成28年４月１日に開始する事業年度及び平成29年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時

差異については30.30%に、平成30年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については30.07％と

なります。

　なお、この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金資産を控除した金額）が107百万円減少し、法人税等調整

額が107百万円減少しています。
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固

定資産
建物 70,031 707

176

(43)
4,510 66,052 50,199

 構築物 58,172 1,066 37 4,184 55,017 57,455

 機械及び装置 5,192 674
25

(0)
913 4,928 11,110

 車両運搬具 44 23 0 23 44 1,523

 工具、器具及び備品 2,502 455
20

(0)
813 2,123 13,531

 土地 290,225 - - - 290,225 -

 リース資産 46 4 - 11 39 24

 建設仮勘定 507 499 440 - 566 -

 計 426,723 3,431
700

(44)
10,457 418,997 133,845

無形固

定資産
ソフトウエア 962 295 0 351 907 5,791

 水道施設利用権 4,754 - - 192 4,562 2,132

 その他 128 27 - 19 135 216

 計 5,845 323 0 563 5,605 8,140

（注）「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、当期の減損損失計上額です。

 

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 67 0 62 6

賞与引当金 210 216 210 216

ポイント引当金 22 23 22 23

役員退職慰労引当金 17 6 6 18
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類

１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、

10,000株券

ただし、必要があるときは、上記以外の株式数を表示する株券を発行する

ことができる。

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 単元株制度を採用していません。

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料
不所持株券の発行、分割又は併合及び汚損又は毀損により株券を再発行す

る場合には、印紙税相当額の手数料を徴収することができる。

株券喪失登録手数料
登録１件につき10,000円

株券１枚につき500円

単元未満株式の買取り  

取扱場所 －

株主名簿管理人 －

取次所 －

買取手数料 －

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度（第17期）（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）平成27年６月24日東海財務局長に提出

 

(2) 発行登録書（普通社債）及びその添付書類

　　平成27年10月30日東海財務局長に提出

 

(3) 半期報告書

　　（第18期中）（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）平成27年12月18日東海財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

   平成28年６月24日

中部国際空港株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水上　　圭祐　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 淺井　明紀子　印

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる中部国際空港株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中部

国際空港株式会社及び連結子会社の平成28年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

 

   平成28年６月24日

中部国際空港株式会社    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水上　　圭祐　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 淺井　明紀子　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる中部国際空港株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中部国際

空港株式会社の平成28年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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